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地域公共交通確保維持改善事業に関する事業評価の実施について（依頼）

平素より北海道運輸局の交通行政の推進に関しましてご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

地域公共交通確保維持改善事業に基づく補助対象事業については、地域公共交通確保維持改

善事業費補助金交付要綱（平成２３年３月３０日 国総計第９７号、国鉄財第３６８号、国鉄

業第１０２号、国自旅第２４０号、国海内第１４９号、国空環第１０３号。以下「交付要綱」

という。）第３条第５項及び地域公共交通確保維持改善事業実施要領（平成２３年４月１日国

総計第５号、国鉄財第４号、国鉄業第４号、国自旅第２０号、国海内第８号、国空環第５号）

に基づき、毎年度、各協議会において事業の実施状況の確認、評価を行っていただき、地方運

輸局あて報告いただくとともに公表していただくこととされているところです。

今般、令和７年１月（１次評価）及び２月（２次評価）に行うこととされている事業評価に

つきまして、下記のとおり実施することとしましたので、事業評価に関係する協議会等におか

れましては、期日までに自己評価（一次評価）を行い、公表するとともに、当局まで関係資料

を提出してください。

記

１ 事業評価の目的

地域公共交通確保維持改善事業の事業評価は、協議会が、生活交通確保維持改善計画（交

付要綱の規定に基づき、生活交通確保維持改善計画に代えることができる各種計画を含

む。）に位置付けられた補助対象事業について、事業の実施状況の確認、目標達成状況等の

評価を行うことによって、補助対象事業がより効果的、効率的に推進されることを目的とす

るものです。

２ 事業評価の実施

（１）自己評価（一次評価）

地域公共交通確保維持改善事業による支援を受けた事業については、毎年度、協議会自

らによる事業の実施状況の確認及び評価（以下「自己評価」という。）を行い、自己評価

の結果を、地域公共交通確保維持事業及び地域公共交通調査等事業にあっては、補助金の

交付を受けようとする会計年度の１月末までに、地域公共交通バリア解消促進等事業にあ

っては、補助金の交付を受けた会計年度の翌年度の１月末までに、それぞれ協議会から、

当局に報告するとともに公表することとなっております。協議会が行った事業評価（自己

評価）の結果については、速やかにホームページ等において公表してください。
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（２）二次評価

当局は、提出された自己評価を基に二次評価を行い、協議会に対して、二次評価の結果

を通知するとともに、必要に応じて、事業計画の見直し等を求めるものとします。

二次評価結果の通知を受けた協議会は、二次評価の結果を踏まえ、必要に応じて生活交

通確保維持改善計画、後続事業又は地域の取組等に反映させてください。

（３）二次評価の複数年度評価（隔年評価）

地域公共交通確保維持事業のうち、以下の事由に該当する系統、地域間幹線系統、航路

又は航空路（以下「系統等」という。）に係るもの以外のものにあっては、二次評価を令

和６年度に一括して行うこととします（隔年での実施）。この場合において、複数の系統

等を包括的かつ一体的に評価しているときは、当該評価の単位ごとに以下の事由への該当

の有無を判断することとします。

① 実施を必須とする系統等

・ 令和５年度に二次評価を行っていないもの

・ 事業初年度のもの（地域公共交通調査等事業の結果を受けて生活交通確保維持改善

計画を作成し、地域公共交通確保維持事業に移行したものを含む。）

・ 一次評価の結果が芳しくないもの

② 実施を任意選択とする系統等

・ 協議会において二次評価の実施を希望するもの

・ その他当局において二次評価の実施が必要であると認めるもの

３ 事業評価実施に当たっての留意事項

作業内容、記載にあたっては、別添「事業評価実施細目」及び「別紙１・別紙１－２記載

例」により実施してください。

また、国土交通省総合政策局作成の「事業評価を通じた地域公共交通確保維持改善事業の

効果的実施に向けて－ガイダンス－」及び中部運輸局作成の「地域公共交通に関する事業評

価の手引き－第三者評価委員会からのアドバイス－」に掲載されている事業評価の進め方も

参考にしてください。「当該ガイダンス」及び「事業評価の手引き」は、国土交通省等の

HP（以下のサイト）に掲載されております。
〇ガイダンス：http://www.mlit.go.jp/common/001020610.pdf
〇事業評価手引き：https://wwwtb.mlit.go.jp/chubu/tsukuro/library/pdf/tebiki.pdf

（１）協議会の開催

自己評価の実施及び提出に当たっては、協議会の構成員の意思を反映することが必要と

なりますので、協議会を開催していただくことが望ましいですが、開催することが困難な

場合においては、持ち回り等により構成員の意志を反映するようにしてください。

（２）事業評価記載様式

①地域間幹線系統

・ 別紙１「地域公共交通確保維持改善事業・事業評価（生活交通確保維持改善計画に

基づく事業）」



・ 別紙１－２「事業実施と生活交通確保維持改善計画との関連について」

②バリアフリー化設備等整備事業

・ 別紙１「地域公共交通確保維持改善事業・事業評価（生活交通確保維持改善計画に

基づく事業）」

（３）当局への提出資料等

① 提出資料

・地域間幹線系統・・・・・・・・・・・別紙１、別紙１－２

・バリアフリー化設備等整備事業・・・・別紙１

・その他参考となる資料（必要に応じて）

② 提 出 先 北海道運輸局自動車交通部旅客第一課助成係長

③ 提出期限 令和７年１月１０日（金）〆切

④ 提出形式

別紙１～別紙１－２については Excel ファイルとします（PDF ファイルは不可）。ま
た、文字の大きさは原則として１０ポイント以上とします。

⑤ 公表の様式

自己評価の結果を公表する際には、北海道運輸局に提出した資料（別紙１～別紙１－

２）と同一のものを公表してください。

（４）その他

北海道運輸局では、昨年度まで実施した事業評価の概要（二次評価）を掲載していますの

で参考にしてください。

【参考】

https://wwwtb.mlit.go.jp/hokkaido/bunyabetsu/tiikikoukyoukoutsuu/jigyouhyouka03_00001.html

【問い合わせ先】
国土交通省北海道運輸局自動車交通部旅客第一課

助成係長 和田 都夢
連絡先：０１１－２９０－２７４１

wada-t52xa@mlit.go.jp


